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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

　

回次
第111期
第３四半期
連結累計期間

第112期
第３四半期
連結累計期間

第111期

会計期間
自  平成23年５月１日
至  平成24年１月31日

自  平成24年５月１日
至  平成25年１月31日

自  平成23年５月１日
至  平成24年４月30日

売上高 (千円) 12,606,661 13,059,617 17,422,317

経常利益 (千円) 345,358 544,257 782,137

四半期(当期)純利益 (千円) 55,269 254,435 325,998

四半期包括利益又は包括利益 (千円) 26,224 302,355 310,454

純資産額 (千円) 2,321,701 2,868,435 2,592,146

総資産額 (千円) 16,685,696 17,207,230 16,446,177

１株当たり四半期(当期)
純利益金額

(円) 2.13 9.79 12.54

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 13.5 16.2 15.3

　

回次
第111期
第３四半期
連結会計期間

第112期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自  平成23年11月１日
至  平成24年１月31日

自  平成24年11月１日
至  平成25年１月31日

１株当たり四半期純損失金額
(△)

(円) △1.09 △0.29

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため、記載しておりませ

ん。

　

２ 【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている

事業の内容について、重要な変更はありません。

また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項

のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に

記載した「事業等のリスク」についての重要な変更はありません。

なお、重要事象等は存在しておりません。

　

　
２ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

　

　
３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したもので

あります。

(1) 業績の状況

当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、東日本大震災の復興需要等に支えられ緩やかな景

気回復傾向にあることや新政権の経済対策への期待による円安基調への転換、株価の回復があったもの

の、一部の欧州経済の減速を背景として、先行き不透明な状況として推移しております。

当社グループ主力ユーザーの水産業界におきましても、引き続き消費者の生活防衛意識の高まりによ

る低価格志向による魚価の低迷、被災地のインフラの復旧も少しずつしか進展しない中、全般的に漁獲量

も低調であり、業界を取り巻く環境は、厳しい状況となっております。

このような状況のもと、当社グループは、前期から東日本地区の復興需要による漁網の受注状況が好調

であり、主力工場の勤務体制の３交替を継続し、24時間稼働させることで生産量の確保に努めました。当

社グループの今後のグローバルな展開を図るうえで、このたびタイ国へ進出することとし、無結節網等の

製造及び販売拠点として育成するため、現地法人（社名 タイ・ニットウセイモウ・グローバル Co.,

Ltd.） を平成24年７月に設立し、８月から生産を開始しました。また、インドネシアで養殖事業に参入す

ることとなりました。

売上高は、定置網及び漁船等の売上高が増加し、前年同期と同様に高水準を維持しております。利益面

は、利益率の高い定置網の売上高の増加が影響し、営業利益が増加しました。営業外損益では、前年同期は

為替差損の計上でしたが、当四半期は為替差益の計上となったことや一時的な受取配当金が発生したこ

と等の理由で経常利益も増加しました。特別損益では、投資有価証券売却損及び投資有価証券評価損等が

発生しました。

この結果、当第３四半期連結累計期間の売上高は13,059百万円（前年同期比3.6％増）、営業利益は559

百万円（前年同期比9.3％増）、経常利益は544百万円（前年同期比57.6％増）、四半期純利益は254百万

円（前年同期比360.4％増）となりました。
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セグメントの業績は次のとおりであります。

[漁業関連事業]

売上高は10,853百万円（前年同期比3.4％増）となりました。主な要因は、養殖用網の売上高は減少し

ましたが、復興需要により定置網、漁船等の売上高が増加しました。利益面では、定置網の売上高の増加が

影響し、セグメント利益は468百万円（前年同期比2.4％増）となりました。

[陸上関連事業]

売上高は2,183百万円（前年同期比13.1％増）となりました。主な要因は、節電対策等により防虫ネッ

トの売上高が、前期より引き続き好調なこと、落石防止ネット及び施工工事の売上高が増加したこと等に

よるものです。利益面では、施工工事の売上高の増加が影響し、セグメント利益は94百万円（前年同期比

86.2％増）となりました。

　

(2) 財政状態の分析

当第３四半期連結会計期間末における総資産は、前連結会計年度末に比べ761百万円増加し、17,207百

万円となりました。その主な内容は以下のとおりであります。

（資産）

流動資産は、前連結会計年度末と比べ248百万円増加し、12,610百万円となりました。これは、売上債権

は減少しましたが、たな卸資産の増加等によるものです。

固定資産は、前連結会計年度末と比べ514百万円増加し、4,585百万円となりました。これは、タイ国に子

会社を設立したことに伴い、投資その他の資産が増加したこと等によるものです。

（負債）

流動負債は、前連結会計年度末と比べ137百万円減少し、9,503百万円となりました。これは、短期借入金

は増加しましたが、仕入債務の減少等によるものです。

固定負債は、前連結会計年度末と比べ621百万円増加し、4,834百万円となりました。これは、長期借入金

の増加等によるものです。

（純資産）

純資産合計は、前連結会計年度末と比べ276百万円増加し、2,868百万円となりました。これは、四半期純

利益の計上等によるものです。

　
(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結累計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変

更及び新たに生じた課題はありません。

　
(4) 研究開発活動

当第３四半期連結累計期間の研究開発費の総額は67百万円であります。

　
　

EDINET提出書類

日東製網株式会社(E00578)

四半期報告書

 4/18



第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 64,000,000

計 64,000,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第３四半期会計期間末
現在発行数(株)
(平成25年１月31日)

提出日現在発行数(株)
(平成25年３月13日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 26,050,000 26,050,000

東京証券取引所
(市場第一部)
大阪証券取引所
(市場第一部)
名古屋証券取引所
(市場第一部)

単元株式数は、1,000株で
あります。

計 26,050,000 26,050,000― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成25年１月31日 ― 26,050,000 ― 1,378,825 ― 510,292
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(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。

　

(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

　 　 　 平成25年１月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式　50,000

―
株式内容に何ら限定のない当社にお
ける標準となる株式

完全議決権株式(その他)
普通株式

25,843,000
25,843同上

単元未満株式
普通株式

157,000
― 同上

発行済株式総数 26,050,000― ―

総株主の議決権 ― 25,843 ―

(注)　１　当第３四半期会計期間末日現在の「発行済株式」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、　記載

することができないことから、直前の基準日(平成24年10月31日)に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。

　　　２　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式654株が含まれております。

　

② 【自己株式等】

　 　 平成25年１月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
日東製網株式会社

東京都港区新橋
二丁目20番15-701号

50,000 ― 50,000 0.19

計 ― 50,000 ― 50,000 0.19

　

　

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号)に基づいて作成しております。

　

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間(平成24年11月１日

から平成25年１月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成24年５月１日から平成25年１月31日まで)

に係る四半期連結財務諸表について、東陽監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

(単位：千円)

前連結会計年度
(平成24年４月30日)

当第３四半期連結会計期間
(平成25年１月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 945,571 1,113,338

受取手形及び売掛金 ※１, ※２
 7,320,829

※１, ※２
 6,526,308

商品及び製品 2,501,702 2,995,053

仕掛品 614,712 669,469

原材料及び貯蔵品 944,699 840,095

繰延税金資産 79,243 48,449

その他 517,846 943,070

貸倒引当金 △562,783 △525,693

流動資産合計 12,361,820 12,610,093

固定資産

有形固定資産 2,566,642 2,799,918

無形固定資産 148,283 158,236

投資その他の資産

長期営業債権 1,153,398 1,160,612

その他 699,714 1,138,340

貸倒引当金 △497,461 △671,574

投資その他の資産合計 1,355,651 1,627,378

固定資産合計 4,070,577 4,585,533

繰延資産 13,779 11,604

資産合計 16,446,177 17,207,230
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(単位：千円)

前連結会計年度
(平成24年４月30日)

当第３四半期連結会計期間
(平成25年１月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 ※２
 3,873,645

※２
 3,088,437

短期借入金 4,505,185 5,065,937

未払法人税等 366,947 96,877

賞与引当金 197,392 71,467

その他 697,880 1,181,248

流動負債合計 9,641,050 9,503,968

固定負債

社債 1,000,000 1,100,000

長期借入金 2,306,237 2,812,308

長期未払金 158,302 155,874

退職給付引当金 510,656 558,804

役員退職慰労引当金 58,821 62,651

繰延税金負債 157,795 129,646

その他 21,167 15,540

固定負債合計 4,212,980 4,834,826

負債合計 13,854,030 14,338,795

純資産の部

株主資本

資本金 1,378,825 1,378,825

資本剰余金 510,292 510,292

利益剰余金 938,585 1,167,020

自己株式 △7,685 △7,752

株主資本合計 2,820,017 3,048,385

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 △66,612 △39,047

為替換算調整勘定 △231,952 △213,806

その他の包括利益累計額合計 △298,564 △252,853

少数株主持分 70,694 72,903

純資産合計 2,592,146 2,868,435

負債純資産合計 16,446,177 17,207,230
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(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

(単位：千円)

前第３四半期連結累計期間
(自 平成23年５月１日
　至 平成24年１月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成24年５月１日
　至 平成25年１月31日)

売上高 12,606,661 13,059,617

売上原価 10,402,213 10,634,026

売上総利益 2,204,448 2,425,590

販売費及び一般管理費 1,692,026 1,865,695

営業利益 512,421 559,894

営業外収益

受取利息 33,588 33,445

受取配当金 5,810 44,630

為替差益 － 90,007

受取保険金 30,713 －

その他 53,081 53,856

営業外収益合計 123,194 221,939

営業外費用

支払利息 158,139 173,506

手形売却損 44,698 39,454

為替差損 64,766 －

持分法による投資損失 13,604 7,850

その他 9,047 16,765

営業外費用合計 290,257 237,576

経常利益 345,358 544,257

特別利益

固定資産売却益 13,908 －

特別利益合計 13,908 －

特別損失

固定資産売却損 － 349

災害による損失 25,787 －

固定資産除却損 4,440 3,547

投資有価証券売却損 － 6,861

投資有価証券評価損 18,011 4,109

特別損失合計 48,239 14,867

税金等調整前四半期純利益 311,027 529,389

法人税、住民税及び事業税 232,363 271,364

法人税等調整額 22,104 1,387

法人税等合計 254,467 272,751

少数株主損益調整前四半期純利益 56,560 256,637

少数株主利益 1,290 2,202

四半期純利益 55,269 254,435
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【四半期連結包括利益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

(単位：千円)

前第３四半期連結累計期間
(自 平成23年５月１日
　至 平成24年１月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成24年５月１日
　至 平成25年１月31日)

少数株主損益調整前四半期純利益 56,560 256,637

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 15,282 27,572

為替換算調整勘定 △32,013 18,145

持分法適用会社に対する持分相当額 △13,604 －

その他の包括利益合計 △30,335 45,717

四半期包括利益 26,224 302,355

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 24,932 300,146

少数株主に係る四半期包括利益 1,291 2,209
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【継続企業の前提に関する事項】

　該当事項はありません。

　
　
【連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更】

　該当事項はありません。

　
　

【会計方針の変更等】

　
当第３四半期連結累計期間

(自  平成24年５月１日  至  平成25年１月31日)

（会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更）

当社及び国内連結子会社は、法人税法の改正に伴い、第１四半期連結会計期間より、当社及び日本ターニング株式

会社は平成24年５月１日以後、その他の国内連結子会社は平成24年４月１日以後に取得した有形固定資産について

は、改正後の法人税法に基づく減価償却の方法に変更しております。

なお、これによる当第３四半期連結累計期間の営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益への影響は軽

微であります。

　

　
【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

　該当事項はありません。
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【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

※１ 手形割引高及び裏書譲渡高

　

　
前連結会計年度
(平成24年４月30日)

当第３四半期連結会計期間
(平成25年１月31日)

受取手形割引高 3,395,912千円 3,477,673千円

　
※２  四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理しております。

なお、一部の連結子会社の第３四半期末日が金融機関の休日であったため、当該四半期末日の満期手形

が、四半期連結会計期間末残高に含まれております。

　

　
前連結会計年度
(平成24年４月30日)

当第３四半期連結会計期間
(平成25年１月31日)

受取手形 147千円 160千円

受取手形割引高  248,688 29,015

支払手形  410,114 52,856

　

　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、

第３四半期連結累計期間に係る減価償却費(無形固定資産に係る償却費を含む。)は、次のとおりでありま

す。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　

　
前第３四半期連結累計期間
(自  平成23年５月１日
至  平成24年１月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自  平成24年５月１日
至  平成25年１月31日)

減価償却費 288,976千円 274,358千円
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(株主資本等関係)

前第３四半期連結累計期間(自  平成23年５月１日  至  平成24年１月31日)

１．配当金支払額

該当事項はありません。

　

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計

期間の末日後となるもの

該当事項はありません。

　

３．株主資本の著しい変動

該当事項はありません。

　

当第３四半期連結累計期間(自  平成24年５月１日  至  平成25年１月31日)

１．配当金支払額

　

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成24年７月27日
定時株主総会

普通株式 25 １ 平成24年４月30日 平成24年７月30日 利益剰余金

　

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計

期間の末日後となるもの

該当事項はありません。

　

３．株主資本の著しい変動

株主資本の金額は、前連結会計年度末日と比較して著しい変動がありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ  前第３四半期連結累計期間(自  平成23年５月１日  至  平成24年１月31日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

　 　 　 　 (単位：千円)

　

報告セグメント

その他 合計
漁業関連事業 陸上関連事業 計

売上高 　 　 　 　 　

  外部顧客への売上高 10,496,8291,931,06612,427,896178,76512,606,661

  セグメント間の内部売上高
  又は振替高

― ― ― ― ―

計 10,496,8291,931,06612,427,896178,76512,606,661

セグメント利益 457,132 50,979 508,111 4,309 512,421

(注)  １ 「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、産業用機械・搬送設備等を含んで

おります。

　　  ２  セグメント利益の合計額は、四半期連結損益計算書の営業利益と一致しております。

　

Ⅱ  当第３四半期連結累計期間(自  平成24年５月１日  至  平成25年１月31日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

　 　 　 　 (単位：千円)

　

報告セグメント

その他 合計
漁業関連事業 陸上関連事業 計

売上高 　 　 　 　 　

  外部顧客への売上高 10,853,0492,183,90413,036,95422,66213,059,617

  セグメント間の内部売上高
  又は振替高

－ － 　－ － －

計 10,853,0492,183,90413,036,95422,66213,059,617

セグメント利益又は損失(△) 468,268 94,939 563,207 △3,312 559,894

(注)  １ 「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、産業用機械・搬送設備等を含んで

おります。

　　  ２  セグメント利益又は損失（△）の合計額は、四半期連結損益計算書の営業利益と一致しております。

　
２．報告セグメントの変更等に関する事項

会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更に記載のとおり、法人税法の改正に伴

い、第１四半期連結会計期間より、当社及び日本ターニング株式会社は平成24年５月１日以後、その他の国

内連結子会社は平成24年４月１日以後に取得した有形固定資産については、改正後の法人税法に基づく減

価償却の方法に変更したため、報告セグメントの減価償却の方法を改正後の法人税法に基づく方法に変更

しております。

なお、これによる当第３四半期連結累計期間のセグメント利益又は損失(△)への影響は軽微でありま

す。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　

項目
前第３四半期連結累計期間
(自  平成23年５月１日
至  平成24年１月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自  平成24年５月１日
至  平成25年１月31日)

　  １株当たり四半期純利益金額 ２円13銭 ９円79銭

    (算定上の基礎) 　 　

    四半期純利益金額(千円) 55,269 254,435

    普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

    普通株式に係る四半期純利益金額(千円) 55,269 254,435

    普通株式の期中平均株式数(千株) 25,999 25,999

(注)　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　

　

(重要な後発事象)

該当事項はありません。　

　

　

２ 【その他】

該当事項はありません。　
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成25年３月７日

日東製網株式会社

取締役会  御中

　

東陽監査法人

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士    佐 々 木    寛    治    印

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士    久    貝    陽    生    印

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士    安    田       宏       印

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日東
製網株式会社の平成24年５月１日から平成25年４月30日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間(平
成24年11月１日から平成25年１月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成24年５月１日から平成25年１
月31日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連
結包括利益計算書及び注記について四半期レビューを行った。
　
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して
四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のな
い四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用する
ことが含まれる。
　
監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸
表に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レ
ビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。
四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施
される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において
一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手
続である。
当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
　
監査人の結論
当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正
妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、日東製網株式会社及び連結子会社の平成25年
１月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示してい
ないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。
　
利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上
　

 

(注) １．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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